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第１章

計画の基本的事項
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１ 計画改定の趣旨

本県では、「徳島県環境基本条例」（平成１１年徳島県条例第１１号）の下、環境に関

する将来像を示し、その実現に向けた基本的な目標や方策を明らかにした「徳島県環境基

本計画」を、２００４年（平成１６年）３月に策定し、環境の保全及び創造に関する施策

を総合的かつ計画的に推進してきました。

環境基本計画は、環境をとりまく情勢等の変化を受け、これまでに２０１３年度（平成

２５年度）、及び２０１８年度（平成３０年度）の２度に渡る見直しを行いましたが、２

０１８年度（平成３０年度）の改定から５年が経過し、国内外の情勢変化を的確に捉える

とともに、県民主役の持続可能な社会の構築に向けて、計画を見直し、改定することとし

ます。

２ 計画改定の背景

【脱炭素をとりまく国内外の動向】

２０２１年（令和３年）１０月にイギリスで開催された国連気候変動枠組条約第２６

回締約国会議（ＣＯＰ２６）では、「グラスゴー気候合意」として、気候変動対策の基

準を事実上１．５℃を目標とすることが明記されたほか、締結国に対し、今世紀半ばの

「カーボンニュートラル」や、２０３０年に向けた野心的な気候変動対策を行うことな

ど、パリ協定の実施に向けた具体的なルールが定められました。

国内の動向に目を向けると、２０２０年（令和２年）１０月、政府は２０５０年まで

に温室効果ガス排出量を実質ゼロとする「２０５０カーボンニュートラル」を宣言しま

した。また、２０２１年（令和３年）６月に「地球温暖化対策の推進に関する法律（以

下「地球温暖化対策推進法」とする）」が改正され、「２０５０年カーボンニュートラ

ル宣言」が基本理念として法に位置付けられました。

２０２１年（令和３年）１０月には「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、２０５

０年カーボンニュートラルに向けて、「２０３０年度に温室効果ガスを２０１３年度か

ら４６％削減することを目指し、さらに、５０％の高みに向けて挑戦を続けていく」と

の目標が掲げられました。

これに伴い、２０２３年２月には、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリ

ーンエネルギー中心へ転換し、カーボンニュートラルと産業競争力強化・経済成長を同

時実現するための基本方針「ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）実現に向けた

基本方針」が閣議決定されました。更に、２０２３年（令和５年）６月には、企業の脱

炭素化投資を後押しするＧＸ経済移行債の発行などを定めた「脱炭素成長型経済構造へ

の円滑な移行の推進に関する法律（ＧＸ推進法）」が施行されるなど、官民挙げた脱炭

素に向けた取組が加速しました。

こうした中、本県においては、２０１９年に、政府に先駆けて「２０５０年カーボン

ニュートラル宣言」を行い、２０３０年度までに温室効果ガスを５０％削減（２０１３



- 3 -

年度比）や、クリーンエネルギー電力自給率について５０％超などを中期目標に掲げ、

温室効果ガス削減のための「緩和策」と、気候変動に備える「適応策」を両輪とした気

候変動対策を戦略的に推進してきました。

【循環型社会をとりまく国内外の動向】

現在、国において策定中である「第五次循環型社会形成推進基本計画」においては、

ライフサイクル全体での徹底的な資源循環や、多種多様な地域の循環システムなどを盛

り込み、循環経済への移行による、持続可能な地域や社会の実現を目指す方針が議論さ

れているところです。

また、近年、世界規模では年間数百万トンを超える、海洋へのプラスチックごみの流

出による環境汚染が懸念されています。２０２２年（令和４年）４月には、製品の設計

から廃棄物の処理までのライフサイクル全般に関わる、あらゆる主体におけるプラスチ

ック資源循環の取組みを促進するため、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関す

る法律（以下「プラスチック資源循環促進法」とする）」が施行されました。

【生物多様性をめぐる国内外の動向】

２０２１年（令和３年）１２月に開催された生物多様性条約第１５回締約国会議（Ｃ

ＯＰ１５）では、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択され、２０３０年ま

でに陸域・内陸水域と沿岸域・海域の３０％を健全な生態系として効果的に保全しよう

とする目標（３０ｂｙ３０）が、世界目標の一つとして示されました。

また、２０２３年３月には、「昆明･モントリオール生物多様性枠組」に対応した新た

な国家戦略「生物多様性国家戦略２０２３-２０３０」が閣議決定されました。新たな国

家戦略では、２０３０年までの「30by30目標」を含め、自然資本を守り活用するための

行動を、全ての国民と実行していくための戦略と行動計画が具体的に示されました。

本県では、これら国内外の動向を踏まえながら、「脱炭素の推進」「廃棄物の更なる

発生抑制」「大気などの生活環境保全」「生物多様性の保全・継承」など、快適で安全

・安心な環境を維持するための施策を展開していく必要があります。

こうした、環境を取り巻く様々な課題に適切に対応し、さらには、国際社会の動きも

見定めつつ、将来における環境の保全・創造に向けて、今、私たちがなすべき方向性と

施策を盛り込み、徳島県環境基本計画を改定します。
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３ 計画の位置づけ

○徳島県環境基本条例第１０条に定める、環境の保全及び創造に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るための基本的な計画として、

①環境の保全及び創造に関する長期的な目標及び施策の大綱

②環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

を定めます。

○本計画は、「雨水の利用の推進に関する法律」（平成２６年４月２日法律第１７号）

第８条に規定する本県の方針を包含します。

・地球温暖化対策の推進に

関する法律

・気候変動適応法

・循環型社会形成推進基本法

・生物多様性基本法

・自然環境保全法

など

・地球温暖化対策計画

・第五次循環型社会

推進基本計画

・生物多様性国家戦略

など

第六次

環境基本計画

徳島県（条例）

徳島県環境基本条例

・徳島県脱炭素社会の実現に向けた

気候変動対策推進条例

・徳島県生活環境保全条例

・徳島県自然環境保全条例 など

徳島県総合計画

徳島県（計画）

徳島県

環境基本

計画

（他分野の計画）

・徳島県南海トラフ・活断層

地震対策行動計画

・徳島県食料・農林水産業・

農山漁村基本計画

・徳島県消費者基本計画

・徳島県観光振興基本計画

・徳島県教育振興計画

など

方向性

（個別計画）

・徳島県ＧＸ推進計画

・徳島県廃棄物処理計画

・生物多様性とくしま戦略

・鳥獣保護管理事業計画 など

具現化

整合

方向性

国（法律・計画）

環境基本法

（第２節）

環境基本計画
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４ 計画の期間

○令和６年度（２０２４年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの５年間としま

す。

ただし、環境課題や経済・社会の変化に柔軟かつ適切に対応できるよう、必要に応じ

て見直しを行います。

５ 計画の構成
○本計画は本編４章より構成されます。

１計画改定の趣旨
２計画改定の背景
３計画の位置づけ
４計画の期間

第１章 計画の基本的事項

１目指すべき環境の将来像
２計画の基本コンセプト
３取組展開の体系

第２章 計画の基本目標

１計画推進の基本方針
２各主体の役割
３計画の進行管理体制

第４章 計画の推進と点検・評価

１ＧＸとくしま
２好循環とくしま
３癒しの郷とくしま
４県民主役とくしま

第３章 主要取組の展開
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ダミー

ダミー

ダミー
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第２章

計画の基本目標
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1 目指すべき環境の将来像

”美しい環境を守り、継承しながら
「サステナブルな新しい暮らし」が実現した徳島へ”

徳島県環境基本条例の前文には、「健全で恵み豊かな環境を保全し、より良い環境を

創造するとともに、将来の世代に継承していく」ことが明記されています。

近年の私たちが目指すべき徳島の具体的な将来像を想像すると、

・脱炭素に向けた取組みを着実に進めながら、経済成長も同時に実現していく徳島

・ごみ処理の適正化や新技術の活用による廃棄物の減量化・再資源化などにより、

自然や環境への負荷が低減された徳島

・本県の水環境や森林環境が更に豊かなになるとともに、生物多様性の確保により

人と自然が共生する徳島

などが挙げられます。

これらの具体的な将来像は、いずれも「持続可能（サステナブル）な社会」を構築す

ることに繋がっていることから、これらを総括し、本県の美しい豊かな環境の保全と、

地域経済の成長を両立させ、環境・経済・社会の調和した持続可能な暮らしの実現を目

指し、

”美しい環境を守り、継承しながら「サステナブルな新しい暮らし」が実現した徳島へ”

を目指すべき環境の将来像とします。
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「目指すべき環境の将来像」の実現に向けた今後５年間の基本コンセプトとして、

「県民が主役となって進める

サステナブルな社会の構築」
を掲げ、県民が主役となり、豊かな県民生活と経済の持続的な成長を実現できる社会を

目指します。

（１）３つの重点戦略
本計画では、計画を推進するため、次の３つの重点戦略を設定します。

① 「かえる」：暮らしをかえる徳島県版GXの推進

温室効果ガス排出削減と産業活動の両立を目指し、社会経済システムの変革に向けた
動き「グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）」を、県を挙げて推進します。

② 「めぐる」：全てがめぐる持続可能な循環型社会の構築

限りある資源の効率的な利用や水や大気の保全により、持続可能な循環型社会を構築
します。

③ 「まもる」：地域でまもる生物多様性の継承

地域が一体となった取組により、本県の豊かな地域資源である自然環境や生物多様性
を保全し、将来へ継承していきます。

（２）４つの取組の柱
第３次徳島県環境基本計画では「６つの取組の柱」を設定し、体系に沿った施策を展

開してきました。

本計画においては、重点戦略に沿った取組の柱を設定することとし、「エネルギー」

や「脱炭素型の産業活動」、及び「気候変動適応策」について、本県における「ＧＸ」

の一環として位置付け、新たな柱として「ＧＸとくしま」を設定しました。

また、第３次計画から継承した取組の柱「好循環とくしま」及び「癒しの郷とくし

ま」に加え、いずれの取組においても、共通して「県民一人ひとりが主役となった、自

主的・積極的な環境保全への取り組み」が不可欠である、という考えのもと、３つの重

点戦略全てに共通する「県民主役」を４つ目の柱として設定しました。
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４つの柱

（１）クリーンエネルギーの最大限導入

（２）脱炭素型ライフ・ビジネススタイルへの転換

（３）気候変動への「適応」の展開

（１）水資源、大気環境、土壌環境・地盤環境の保全

（２）騒音・振動・悪臭、化学物質による環境汚染の防止

（３）資源の循環利用

（４）平時と災害時に対応した廃棄物処理対策

（１）多様な自然環境の保全とふれあいの創造

（２）癒しの郷とくしまの創造

（３）生物多様性のゆりかごとくしまの創造

（１）県民主役の起点となる新たな拠点の創出

（２）事業者における環境配慮の適切な実施

（３）広域的な環境保全対策

４　県民主役とくしま

１３の分野

１　ＧＸとくしま

２　好循環とくしま

３　癒しの郷とくしま
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（３）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）と本計画の関連性
ＳＤＧｓとは、環境・経済・社会をめぐる複数の課題の統合的解決を目指す全世界の

共通目標であり、２０３０年を目標年として１７のゴールと１６９のターゲットを掲げ

ています。

本計画においては、一つの課題解決が、実は複数の課題を統合的に解決することにつ

ながるＳＤＧｓの考え方を取り入れ、経済成長と環境保全が両立した持続可能な社会の

構築を目指します。
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第３章

主要取組の展開
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１ ＧＸとくしま

目指すべき将来の姿

・エネルギーの安定供給と自給率の向上が図られるとともに、地域資源を活用した多様な

クリーンエネルギーが、県内各地に導入され、地域の実情に応じた形で最大限活用され、

地域の活性化が図られています。

・２０５０年カーボンニュートラルに向けて、県民主役による脱炭素化が加速するととも

に、地域資源の有効活用による経済と環境の好循環が生まれ、「環境負荷の低減」と「経

済成長」を両立する「持続可能なグリーン社会」の構築が着実に進んでいます。

・気候変動の影響による県民生活や自然環境への被害が最小限にとどまり、速やかに回復

可能な社会が構築されるとともに、新たなブランド商品の創出や新技術の開発など、気

候変動の影響のプラス面を効果的に活用し、地域の活性化にも繋がる取組が行われてい

ます。

（１）クリーンエネルギーの最大限導入

現状と課題

●県内各地域で太陽光発電の導入が進んでおり、風力発電や小水力発電、バイオマス発電

についても設置が進んでいます。

●一方で、再生可能エネルギーの導入が進んだことにより、需要が少ない時期などには、

火力発電の出力の抑制や地域間連系線の活用等により需給バランスを調整した上で、そ

れでもなお、電気が余るおそれがある場合には、再生可能エネルギーの出力制御が行わ

れています。

●再生可能エネルギーのポテンシャルの大きい地域と大規模消費地を結ぶ系統容量の確保

や、太陽光や風力の自然条件によって変動する出力への対応、緊急時における系統の安

定性の維持といった系統制約への対応が求められています。

●今後は、太陽光、風力、小水力、バイオマスのさらなる導入とともに、ペロブスカイト

太陽電池や浮体式洋上風力発電など、強靭なエネルギー供給構造の実現につながる次世

代技術の県内への普及も期待されています。

●さらには、事業者がクリーンエネルギーを導入することが重要になっています。

●クリーンエネルギーのほか、ＬＥＤや蓄電池など、本県が有する省エネ・クリーンエネ

ルギー技術を活かした新たな環境・エネルギー産業創出など、積極的な取組を進める必

要があります。
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取組展開

① クリーンエネルギーの導入促進

○クリーンエネルギーの先導的導入

・太陽光、風力、小水力、バイオマスなど多様なクリーンエネルギーの導入を加速す

ることにより、クリーンエネルギーによる電力自給率を向上させます。

・「クリーンエネルギー最大限導入」の実現に向け、県民、事業者の関心を高め、太陽

光発電設備の地域へのさらなる普及拡大を図るため、県有施設に「初期費用ゼロ円」

モデルの「ＰＰＡ（電力販売契約）」を活用した太陽光発電設備の導入を行います。

・太陽光発電等の新技術を先導的に導入し、県内におけるクリーンエネルギーの新た

な活用や普及促進に取り組みます。

・木質バイオマスの利用は、森林資源の保全や既存需要者との調整を念頭に、未利用

材活用やカスケード利用を基本としつつ、エネルギー変換効率の高い「熱利用」等

について、地域内での利用を促進します。

・地域資源である水素エネルギーについて、脱炭素効果をはじめ多様な意義をより一

層県民に体感・実感してもらえるよう、有効な普及啓発策を戦略的に推進します。

○県営水力発電所の発電能力増強

・県営水力発電設備の最大限活用を図るため、計画的な発電能力増強に取り組みます。

② クリーンエネルギー関連産業の創出と振興

○クリーンエネルギーによる「地域の活性化」

・地球温暖化対策推進法による再エネ促進区域の設定を推進し、地域共生型のクリー

ンエネルギーの普及を加速化させ、地域の脱炭素化と地域経済活性化等の課題解決

の同時達成を図ります。

・クリーンエネルギーを地域活性化につなげていくため、地域と共生したクリーンエ

ネルギー発電施設の立地を促進し、地域経済の活性化を図ります。

○「環境・エネルギー」分野の重点的な企業誘致

・大都市圏で開催される展示会への出展や様々な啓発コンテンツを通じて、本県の優

れた立地環境や立地優遇制度の情報発信を行うとともに、積極的な企業訪問を行い、

蓄電池関連産業など、環境・エネルギー関連企業の誘致を推進します。

○「次世代光」関連産業の振興

・県立工業技術センターにおける「ＬＥＤトータルサポート拠点」としての機能を活

かし、産学官連携による「次世代光」の「新用途開発・応用研究」とその成果を活

用した新製品開発に取り組み、企業の「新事業展開」と「競争力の向上」を支援し

ます。

○エネルギー関連産業の創出

・カーボンニュートラルの取組を加速させる生産技術・バイオ素材の活用を通し、環

境負荷を低減する次世代産業の創出を推進します。

・本県の科学技術振興の 戦略的推進分野であるエネルギーテクノロジーやＬＥＤテ

クノロジーの分野で、産学官による積極的な技術開発を進めます。
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③ クリーンエネルギーを活用した防災・減災対策の推進

○防災拠点等へのクリーンエネルギーの整備推進

・災害に強い特性を有する自然エネルギーを活用し、｢自立・分散型エネルギー社会｣

の構築のため、防災拠点となる施設（病院や学校、庁舎）や避難所施設に太陽光パ

ネル、蓄電池の整備を着実に進めるなど、住民が安心して暮らせる 「災害に強いま

ちづくり」を推進します。

・災害に強いクリーンエネルギーの特性や活用方法などを積極的にＰＲし、クリーン

エネルギーを活かした「災害に強いまちづくり」に向けて啓発活動を積極的に展開

します。

・県内各地でのイベントとタイアップする形で普及啓発を実施し、「走る発電所」であ

る燃料電池自動車（ＦＣＶ）や「走る蓄電池」である電気自動車（ＥＶ）による外

部給電の実演を行うなど、災害に強い ZEV（Zero Emission Vehicle）を積極的に発
信し、普及を促進します。

※ ZEV（Zero Emission Vehicle）とは、排出ガスを一切出さない電気自動車や

燃料電池車を指す。

・地域資源である水素エネルギーについて、脱炭素効果をはじめ多様な意義をより一

層県民に体感・実感してもらえるよう、有効な普及啓発策を戦略的に推進します。【再

掲】

（２）脱炭素型ライフ・ビジネススタイルへの転換

現状と課題

●脱炭素社会の実現に向けては、県民・事業者の皆さんと、ともに取り組む気候変動対策

が求められます。

●脱炭素社会の実現に向け、地域が主役となり、強みや潜在力（ポテンシャル）を生かし

た地方創生に資する取組みが重要であり、県民一人ひとりの主体的な行動による脱炭素

型ライフスタイルの早期転換や地域の実情に応じたクリーンエネルギーの有効活用が求

められます。

●世界的な GX化への流れが加速する中、県内企業のサプライチェーンへの参入のために、
企業活動におけるクリーンエネルギー活用や省エネによる脱炭素経営の推進が急務とな

っています。

●経済分野では、本県には、「２１世紀の光源・ＬＥＤ」の生産で世界的に大きなシェアを

占めるＬＥＤメーカーが立地しており、こうした地域特性やポテンシャルを活用した、「次

世代ＬＥＤバレイ構想」の推進により環境配慮型産業の創出を積極的に進めています。

●「次世代ＬＥＤバレイ構想」によるＬＥＤ関連企業の新製品開発、高機能素材を活用し

た新技術の開発、食品残渣等の未利用資源の有効利用についての研究が課題となってい

ます。

●今後、環境配慮型産業は、グリーンイノベーションを通じたエネルギー制約の解決や新
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たな産業創出の潜在需要を掘り起こす課題解決型の成長産業として期待が高まっており、

環境と経済の両立や地域産業の活性化・再生のため、その取組を加速化していくことが

求められています。

●農業分野においては、環境と調和した持続性の高い農業により生産されたエシカル農産

物に対する消費者ニーズが高まっており、環境負荷を低減した安全・安心な農業の推進

が求められています。また、持続可能性に配慮した調達を原則とした大阪・関西万博の

開催は、エシカル消費市場の拡大の契機になると期待されています。

取組展開

① 脱炭素型ライフスタイルの早期転換

○脱炭素型ライフスタイルへの転換に向けた取組

・脱炭素型ライフスタイルへの早期転換を図るため、新たに「太陽光発電設備・蓄電

池・ＥＶ」を「脱炭素・三種の神器」と捉え、県民や事業者における導入を促進し

ます。

・ＺＥＶ※の優れた蓄電・発電機能が災害時の非常用電源として有効活用できること

について、広く県民の理解を深め、普及拡大に繋げるため、積極的な取組みを推進

します。

※ ZEV（Zero Emission Vehicle）とは、排出ガスを一切出さない電気自動車や燃料電池車

を指す。

・電気自動車（ＥＶ）普及の鍵を握る「充電インフラ」について、移動経路、目的地

など設置場所に応じた最適な充電ステーションを多様な主体との連携により、県下

全域への整備を推進します。

・ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ＺＥＨ)やネット・ゼロ・エネルギー・ビル(Ｚ

ＥＢ)の導入及び既存ストック対策を促進します。さらに、エネルギー利用の平準化

による省エネを図るため、蓄電池関連企業が立地する本県の強みを活かし、効率的

なエネルギー利用に資する蓄電池の導入を促進します。

・家庭に対する「うちエコ診断」や事業者への「省エネ診断」を推進し、診断結果を

活用した具体的な省エネ行動を促します。

・家庭や事業所、街灯などにおいて、照明のＬＥＤへの積極的な切り替えを促進しま

す。

・人や社会、地域、環境に配慮した消費行動を行う｢エシカル消費｣など、新たな価値

観の共有を図り、意識の変革を促進します。

・「徳島夏・冬のエコスタイル」を拡大し、県民生活のエコ化を推進します。また、ク

ールシェア、ウォームシェアを普及することにより、エネルギー使用のピークカット

対策を推進します。

・都市機能の集約等による「歩いて暮らせるまち」の実現、公共交通機関や自転車等

を重視した交通システムの構築、豊かな自然や未利用エネルギーの活用など、地域

の特性を活かした環境への負荷の小さい都市・地域づくりに取り組みます。
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○フロン類の排出抑制・３Ｒの推進

・フロン排出抑制法や家電リサイクル法等の施行を徹底し、県民、事業者に対して、

フロン類の回収・適正処理を促進します。

・オゾン層保護だけでなく、地球温暖化防止にも寄与するノンフロン製品等に関する

情報を提供し、その使用拡大を促進します。

・家庭生活や事業活動から発生する廃棄物について、リデュース（発生抑制）・リユ

ース（再使用）・リサイクル（再生利用）の３Ｒを推進します。

② 脱炭素型ビジネススタイルの展開

○脱炭素型経営への支援

・地域金融機関や中小企業支援機関と連携し、脱炭素経営に取り組む中小企業を地域

ぐるみで支援します。

・県と共同して気候変動対策に取り組む｢とくしまエコパートナー」事業者・団体の任

命を推進します。

○グリーンイノベーションの「芽」の創出

・高等教育機関における産学官連携組織や地域支援組織と連携し、創・省･蓄エネ機器

の開発や大気・水処理技術、自然再生など、グリーンイノベーションの「芽」を見

つけ、育てる取組を推進します。

○「環境配慮型産業」の創出

・中小企業の新製品・新技術開発などを加速するため、「とくしま経済飛躍ファンド」

による支援や、国等の競争的研究開発資金の確保に努め、本県中小企業の「ものづ

くり」技術を活かした環境配慮型産業の創出を図ります。

○環境関連等の調査研究の推進

・「ＬＥＤトータルサポート拠点」である工業技術センターの性能評価体制を充実させ、

ＬＥＤ応用製品の開発支援を行います。

・再生可能な有機資源を原料とするバイオマテリアルなどを活用した環境負荷を低減

する製品・技術の開発を推進します。

・未利用資源や金属などの有効活用についての研究開発を推進します。

○環境負荷の少ない農業生産活動の推進

・環境に配慮した持続性の高い生産方法で栽培される「とくしまエシカル農産物（ＧＡＰ認証

取得農産物、エコファーマー生産農産物、有機農産物）」の生産拡大を図り、農業生産に

おける化学農薬や化学肥料の使用量の低減を促進します。

・農村地域の環境保全や資源の有効利用を図るため、使用済み農業資材の適正処理や排

出量の抑制に努めます。

・農業生産者を対象に、土づくりの意識啓発、土づくりに関する資料の配付を行うとともに、

土壌機能モニタリング調査、たい肥等の適正使用を推進します。

○農業生産活動における資源の循環利用等の推進

・家畜排せつ物など地域の有機質資源の利用を促進するため、生産たい肥の品質改善や

広域流通体制の確立等を推進します。

・地域内で排出された農産加工品の残滓を堆肥化し、地域の農地に還元するなど、地域内
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での資源循環を促進します。

○環境と調和した農業生産活動を支えるしくみづくり

・未利用有機資源を有効活用する技術や、安全・安心な農産物の生産技術等、環境保全型

農業技術の開発を推進します。

○条例等の着実な推進

・「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例」に基づく一定規模以上

の温室効果ガス排出事業者（特定排出事業者）の排出削減計画書の提出等の徹底を

図ります。また、特定事業者以外の事業者（中小排出事業者）においても、事業活

動における温室効果ガスの排出削減を進めるため、計画書等の提出を推進します。

・建築等における温室効果ガスの排出削減を進めるため、一定規模以上の新築や増改

築に行う建築主の環境配慮計画書の提出等の徹底を図ります。また、一定規模未満

の建築においても、それぞれの建築物の特性に応じた温室効果ガスの排出削減を推

進するため、計画書等の提出を促進します。

・事業者の脱炭素型ビジネススタイルへの転換を促進するため、温室効果ガスの排出

抑制に積極的に取り組む事業者の削減努力を見える化し、積極的に公表するととも

に、特に優れた功績のあった事業者等に対しては、表彰の機会を創出し顕彰に努め

ます。

③ 自治体の脱炭素化推進

○「地域脱炭素」の推進

・国や市町村との連携により、脱炭素を通じて地域課題を解決し、地域の魅力と質を

向上させ、地方創生に貢献する「地域脱炭素」を推進します。

・地球温暖化対策推進法による再エネ促進区域の設定を推進し、地域共生型のクリー

ンエネルギーの普及を加速化させ、地域の脱炭素化と地域経済活性化等の課題解決

の同時達成を図ります。【再掲】

○県自らの率先的な取組

・エコオフィスとくしま・県率先行動計画やグリーン調達方針に基づき、県自らが地

球温暖化防止に向けた取組を実行し、県の事務及び事業に関わる温室効果ガスの排

出削減に取り組みます。

・「クリーンエネルギー最大限導入」の実現に向け、県民、事業者の関心を高め、太陽

光発電設備の地域へのさらなる普及拡大を図るため、県有施設に「初期費用ゼロ円」

モデルの「ＰＰＡ（電力販売契約）」を活用した太陽光発電設備の導入を行います。

【再掲】

・県公用車については、代替可能な電動車がない場合等を除き、新規・更新車両は全

て電動車を導入します。

※電動車：電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブ

リッド自動車

④ 地域資源を活用した吸収源対策

○森林等の吸収源に係る対策
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・「とくしま協働の森づくり事業」などの森林保全整備ボランティアに積極的に参加す

ることを推進します。

・企業活動や県民生活において、クレジットやオフセット商品の購入など、カーボン

・オフセットが日常化されるように、普及啓発を実施します。

・二酸化炭素を長期的に固定できる建築物へ木材利用を促進させるとともに、建築用

木材の安定供給を進めます。

（３）気候変動への「適応」の展開

現状と課題

●近年頻発している異常気象や南海トラフ巨大地震により、甚大な被害が危惧される本県にお

いては、 「防災」だけでなく、被害を最小化する「減災」の視点を加えた対策を講じていく必要が

あります。

●地震や津波の災害が発生した場合、特に有害物質の環境への漏洩や、被災建築物からア

スベストが飛散するなど二次災害が懸念され、緊急時の体制を整備しておくことが必要

です。

●気候変動の影響による農林水産物の品質低下や収量減少が懸念されることから、

気候変動に適応した安定生産及び供給体制を確立するため、関係機関と連携した品種育

成や栽培管理技術の開発・普及の更なる推進が必要です。

●地球温暖化の影響により、企業のサプライチェーン（生産過程、生産物の販売、生産施

設の立地など）に影響を及ぼすことが予想されています。

●気候変動やその影響に関する普及啓発を通じ、県民、事業者等の理解を深め、幅広い主

体における適応策への協力、実践を促す必要があります。

取組展開

① 気候変動に適応した防災・減災力の向上

○気候変動に適応した防災・減災力の向上

・気候変動により懸念される深刻な洪水、異常渇水等に備え、「徳島県治水及び利水等

流域における水管理条例」により、流域における事前防災・減災対策に取り組みま

す。

・激甚化・頻発化する水害や土砂災害等に備えるため、吉野川・那賀川水系等におい

て、無堤対策、ダム再生、土石流対策及び下水道等による「流域治水」を推進しま

す。

・緊急輸送道路や生命線道路の整備を推進し、強靱で信頼性の高い道路ネットワーク

の構築に取り組みます。

・県民の防災意識向上を図り、地域における自助・共助の取組を強化します。



- 21 -

○環境モニタリング体制の整備

・有害物質の漏洩飛散などによる環境影響の把握や対策を迅速かつ的確に進めるため、

事業者等の有害物質の保有情報を集積します。

・災害が起きた場合の体制強化を図るため、環境保全協定等締結事業者と連携し、情

報の共有を図ります。

・あらかじめ災害の規模・地域性などの特性に応じたモニタリング体制の整備を進め

ます。

② 気候変動に適応した産業の振興と県民生活の安定

○安定的な生産・供給体制の確立

・地球温暖化をはじめ気候変動に適応し、持続可能な農林水産業の実現を図るため、

気候変動による影響を回避・軽減する新品種・新技術の開発や、温暖化を効果的に

活用した農林水産物のブランド創出を加速化します。

・治山施設の整備を推進し、森林の持つ公益的機能の維持・向上を図るとともに、森

林管理を適正に行うため、公有林化や森林境界の明確化、林内路網整備等を推進し

ます。

○気候変動の影響によるリスクの回避

・事業活動等への気候変動による影響について情報収集・調査研究し、適切に情報提

供を行うことにより、企業における適応の取組を促進します。

○気候変動の影響の効果的活用

・地球温暖化の防止や適応に資する環境関連製品や技術について幅広く県民に周知し、

それらの優先的な選択（エシカル消費）を推進することにより、企業における適応

の取組を促進します。

・ビジネスチャンスや地域資源の創出・拡大に向け、企業等への気候変動に関する適

切な情報提供を行い、適応策に資する関連製品、技術開発の取組を促進します。

○「適応策」に対する理解の促進

・県民生活や事業活動における気候変動の影響について理解を深め、日常の行動へつ

なげられるよう、情報提供や普及啓発を実施します。（グリーン社会推進課）

・気候変動やその影響に関する情報提供等を通じ、幅広い主体における適応策への協

力、実践を促します。

・地域において、気候変動への適応に関するの情報収集・提供等を行う拠点（地域気

候変動適応センター）機能を担う体制の充実に努めます。
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２ 好循環とくしま

目指すべき将来の姿

・生活排水処理施設の整備が進み、県民が快適・安心に暮らすことができる生活環境や、

公共用水域の水質保全によるきれいな水環境づくりが図られています。

・良好な大気・水質や安全な土壌などが保全され、健康で安全・安心に暮らせる生活

環境が守られています。

・生物多様性が保全され、水産資源の持続可能な利用が確保された豊かな海（里海）が

実現されています。

・県民や事業者に３Ｒの意識が浸透し、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会か

ら、持続可能な循環型社会へと転換しています。

・廃棄物が適正に処理され、不法投棄がなくなり、安全安心な生活環境が実現して

います。

・農業生産資材や家畜排せつ物などについては、適正な管理・処理が行われるとと

もに、バイオマス資源としての利活用が推進され、環境に配慮した持続可能な農

林水産業が営まれています。

・大規模地震、津波、豪雨などの自然災害発生時において、速やかに災害廃棄物を

処理できる体制が構築され、衛生状態の悪化及び環境汚染の最小化が図られます。

（１）水資源、大気環境、土壌環境・地盤環境の保全

現状と課題

●本県は、吉野川、那賀川及び勝浦川等の各水系を中心とした多くの河川を有するととも

に、播磨灘、紀伊水道及び太平洋に面しており、その多様な水環境は、漁業、農業及び

工業等の産業や生活の源として、また住民の交流の場として広く利用されていますが､

降水量の多い時期が偏っている上､地形が急峻であるなど､地形や気象などの面から水利

用に関しては厳しい条件を有しており、たびたび、洪水及び渇水に見舞われています。

●公共用水域（河川・海域）及び地下水の水質については、近年、おおむね環境基準を達

成しており、良好な水質を維持していますが、家庭からの生活排水を主な原因とする都

市中小河川等の一部で水質汚濁が依然、問題となっています。閉鎖性水域である瀬戸内

海の水質環境を保全するため、総量削減計画を策定し、削減目標達成に向けて、総合的

な施策を推進しています。

栄養塩類である窒素、りんの管理の在り方については、令和３年６月に一部改正された

瀬戸内海環境保全特別措置法において、「栄養塩類管理制度」が創設されたことを踏まえ、
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本県海域の実情に応じた栄養塩類の管理に取り組んでいく必要があります。

●近年、藻類養殖において、海水中の栄養分の低下による色落ちが発生していることから、

その対策が課題となっています。

●人の手が加わることにより、美しい景観が形成され、生物の多様性及び生産性が確保さ

れた豊かな海（里海）を創生し、次世代に継承していくため、「とくしまのＳＡＴＯＵＭ

Ｉ（里海）」の実現に向けた各種施策を推進しています。

●台風の常襲地域であり、浸水被害に悩まされてきたため、汚水対策より雨水対策を優先

してきた結果、水洗化率は全国平均並であるものの、生活排水処理施設の整備が遅れて

います。

●県では、令和４年１２月、「とくしま生活排水処理構想２０２２～未来に繋がる水環境を

目指して～」を策定し、令和１７年度における汚水処理人口普及率９５％以上を目標に、

下水道、集落排水施設、合併処理浄化槽等の各種処理施設の整備を進めることとしてい

ます。

●合併処理浄化槽が本来の性能を発揮するためには、使用者による適正な維持管理が必要

であることから、浄化槽法で定める検査制度を含め、県民への周知に努めています。

●過去に整備した農業集落排水施設は、老朽化等により汚水処理機能の低下が発生してい

ます。

●市街化が進展する地域においては、開発により、雨水浸透機能が低下し、湧水の枯渇､平

時の河川水量が減少したり、近年、局地的な大雨の発生回数が増加し、都市型水害の発

生が懸念されていることから、雨水を浸透させ地下水涵養機能を向上させたり、雨水の

貯留及び有効利用を進め、河川や下水道への流出を抑制する必要があります。

●健全な水循環を創出するためには、行政主導で進めるものや、県民の協力が不可欠のも

のがあり、県民と行政が両輪となって、地域特性に応じた雨水浸透機能の促進や雨水貯

留に取り組んでいく必要があります。

●渇水時及び災害等の非常時において、水資源の確保が困難となることを想定し、雨水を

貴重な水資源と捉え、有効に活用する手段を平時から講じる必要があります。

●近年、徳島県の大気の状況は、全般的に良好な状況にあります。環境基準及び指針値の定め

られている項目は、県下の測定地点、ほぼ全ての項目について達成しています。

●「微小粒子状物質（ＰＭ２．５）」については、環境基準を達成していますが、国内の発生源だけ

ではなく、中国大陸からの飛来も大きく影響していることから、引き続き注視していく必要がありま

す。

●大気環境の監視・観測体制は、工場・事業場（固定発生源）を原因とする産業型公害、自動車

による都市生活型公害を対象に、工場・事業場や、交通量の多い東部臨海地域を中心に行っ

てきましたが、東アジア地域からの越境大気汚染など広域での新たな大気汚染にも対応するた

め、測定局舎の配置を見直し、全県域をカバーした監視を行っています。

●土壌・地盤環境は、人を含む生物の生存基盤として、また物質循環の要として重要な役

割を担っており、食糧生産、水質浄化、地下水かん養など多様な機能を有しています。

●土壌汚染は、工場等からの廃液や粉じんの飛散、廃棄物の投棄などが原因で生じること

があります。また、近年、工場跡地等における有害物質等による環境汚染が全国的に顕

在化していることや、化学物質による環境汚染の懸念が高まっていることから、土壌汚
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染対策法等を踏まえた適切な取組が、これまで以上に求められています。

●地盤沈下、地下水の塩水化及び地下水位の低下は、地下水が過剰に揚水されることによ

り引き起こされます。現在のところ、県内河川の下流域の一部では、地下水の塩水化が

見られるものの状況は安定しており、顕著な地盤沈下も確認されていません。

取組展開

① 総合的な水資源保全対策の推進

○水環境保全の総合的推進

・本県の公共用水域の良好な水質を保全するとともに、生物多様性・生産性が確保さ

れた豊かな水環境を創生し、次の世代へと引き継いでいくために、「瀬戸内海の環境

の保全に関する徳島県計画」や「総量削減計画」等に基づき、各種施策を総合的に

推進します。

・「公共用水域及び地下水の水質の測定に関する計画」を策定し、これに基づき測定を

実施することで、県下全域の水環境を把握します。

・里海づくり活動の中心的役割を担う「里海創生リーダー」等の人材育成を図り、リ

ーダーと連携して里海づくりを推進します。

・（公社）瀬戸内海環境保全協会等に参加することで、瀬戸内海関係府県市と協調して

瀬戸内海の環境保全施策を総合的に推進します。

・森林が持つ水源かん養機能の維持・向上を図るため、公有林化や公的管理、水源か

ん養保安林の拡大など、水源林の適切な保全・管理を推進します。

○水資源の有効利用・高度利用の促進

・公共施設において、新設や更新に合わせ、雨水利用設備や処理水の中水利用設備、

節水機器などを導入し、水洗便所、清掃用水、雑用水、防火用水等への利用を推進

します。

・工場・事業場等における工業用水の循環利用などを促進します。

・農業用水路の更新等に合わせパイプライン化や水管理システムの導入を促進します。

○「徳島のみずべ」ＰＲ

・河川を対象とした環境学習やフィールド講座の実施により、河川環境保全への意識

啓発を行うとともに、「徳島のみずべ」の魅力を情報発信します。

② 水利用の各段階に応じた汚濁負荷低減の推進

○生活排水対策の推進

・市町村との連携強化や官民協働により、合併処理浄化槽や下水道の整備促進ととも

に、水教育を通して汚水処理人口普及率の向上に取り組みます。

・汚水処理人口普及率を令和１７年度に９５％以上とする整備目標とする「とくしま

生活排水処理構想２０２２」に基づき、下水道、集落排水施設、合併処理浄化槽な

どの各種生活排水処理施設の整備を有効に組み合わせ、総合的に推進します。

・市町村や地域住民に対して水環境保全の意識の向上を図るため、「みんなで水質汚濁

を考える教室」等の普及啓発活動を実施し、住民による主体的な取組を促進します。
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・旧吉野川流域をはじめ、人口集中地域における下水道整備を促進し、供用区域の拡

大を図ります。

・住民負担が少なく、市町村の主導により計画的に推進可能で、適切な維持管理が期

待できる公共浄化槽を積極的に推進します。

・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換を促進し、その普及に努めます。

・浄化槽がその機能を十分に発揮するよう、適正な維持管理の徹底を促進します。

・農業集落排水施設の最適整備構想に基づき、施設の再編（農業集落排水施設の統合

や下水道への接続等）又は機能強化対策を推進します。

○事業場排水対策の推進

・法令等に基づき、排水基準の適用される特定事業場へ立入調査を実施し、排水基準

の遵守状況を確認するとともに、排水処理等の管理状況の監視、指導を行います。

・排水基準のような濃度基準に加えて、事業場から排出される汚濁物質の量を規制す

る総量規制基準を設定し、公共用水域の水環境保全をより一層推進します。

・小規模事業場に対して、計画的に立入調査を実施し、排水等に係る実態を把握する

とともに、「小規模事業場等排水対策指導指針」に基づく指導、助言を行います。

○農業分野での水対策の推進

・環境に配慮した持続性の高い生産方法で栽培される「とくしまエシカル農産物（Ｇ

ＡＰ認証取得農産物、エコファーマー生産農産物、有機農産物）の生産拡大を図り、

農業生産における化学農薬や化学肥料の使用量の低減を促進します。【再掲】

③ 安心できる水質確保対策の推進

○有害化学物質対策の推進

・有害物質使用特定事業場への立入調査を計画的に実施し、有害物質に係る排水基準

遵守状況等の監視、指導を実施します。

・徳島県水道水質管理計画に基づき、水道水源の水質監視を計画的に実施します。

・水道水質基準への対応など適正な水道施設・水質管理を確保するため、水道事業者

への指導等を行うとともに、飲用井戸等の管理の適正化を図ります。

○地下水汚染対策の推進

・特定事業場への立入調査等を通じて、有害物質の使用、保管、処理の状況について

監視、指導等を行い、有害物質の地下への浸透による地下水汚染の未然防止を図り

ます。

○水質汚濁事故発生時の組織横断的対応

・公共用水域への油流出等の水質汚濁事故が発生した場合に、国、市町村、県関係部

局と連携し、迅速に対応します。

④ 流域の視点からの水循環対策の推進

○水量の維持・増進対策の推進

・工場・事業場等における地下水の使用の合理化等を推進することで、過剰な揚水を

抑制し、地盤沈下、地下水塩水化及び地下水位の低下を防止します。

・湧水などの水源にもなる地下水の涵養に資するため、公共施設において雨水浸透施
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設の設置を推進します。

・県民が取り組める有効なツールとして、屋根排水を集水して地下に浸透させる住宅

用の雨水浸透ますの設置を促進します。

・また、雨水浸透ますだけでなく、浸透トレンチや庭、駐車場などのオープンスペー

スにおける雨水浸透機能を促進します。

・事業場などに対しても、雨水浸透ますなどの設置を促すことはもとより、雨水貯留

施設を設置する場合に雨水浸透機能を付加させることで、雨水浸透の普及を促進し

ます。

○広域連携による水環境保全の促進

・流域の健全な水循環の確保に向けた総合的な取組が図られるよう、流域自治体と連

携して水環境の保全を推進します。

⑤ 海域等における環境保全の推進

○漁場環境保全対策の推進

・漁場機能の回復と漁場環境の保全を図るため、河川等から流出した廃棄物等により

漁場機能が低下している海域において廃棄物等の除去を実施します。

・海水中の栄養分低下により発生する養殖藻類の色落ち対策に取り組みます。

・海域の栄養塩類の管理に向け、産学官連携による栄養塩類供給の実証実験に着手し、長

期的な視点から、栄養塩類供給方策を検討します。

○海岸環境保全対策の推進

・海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため、市町村と連携して、海岸漂着

物の回収・処理及び海岸漂着物等の原因となる不法投棄の防止に努めます。

⑥ 水質の監視・観測体制の充実

○水質の常時監視等の実施

・公共用水域、地下水の水質の状況の常時監視を測定計画に基づき実施します。

・瀬戸内海関係府県と協調して、広域的な水質環境調査などを実施し、瀬戸内海の全

体的な水環境を把握します。

・県民と協働して海岸生物調査や水生生物調査などを行い、水環境の評価手法や現状

の周知を図ります。

⑦ 大気汚染に係る固定発生源対策の推進

○工場・事業場対策の推進

・法令等に基づく規制の実施、遵守状況の把握及び指導の徹底を図ります。

・「水銀に関する水俣条約」の発効による、水銀排出規制に関して、周知・指導に努め、

適切な対応を図ります。

⑧ 大気汚染に係る移動発生源対策の推進（交通公害対策の推進）

○自動車排気ガス排出抑制対策の推進

・ アイドリングストップ運動の推進を図ります。
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○公共交通機関の利用促進等

・利用啓発イベントや企画乗車券の発行により、公共交通機関の利用を促進するとともに、パ

ーク・アンド・ライドやＭａａＳの構築により、利便性を向上し、マイカー利用から公共交通利用

への転換を図ります。

・地域の多様な交通資源を活用したモーダルミックスの推進により、地域の実情に応じた公共

交通ネットワークの構築を進めます。

⑨ 有害大気汚染物質対策の推進

○モニタリングの実施

・有害大気汚染物質である優先取組物質についてモニタリングを実施します。

⑩ 酸性雨対策の推進

○酸性降下物（酸性雨等）のモニタリング等の推進

・県内の酸性雨を継続して調査するとともに、酸性雨による環境への長期的影響の情

報収集や研究を推進します。

・窒素酸化物や硫黄酸化物など酸性雨の原因物質の排出を抑制するため、工場・事業

場のばい煙や自動車排気ガスなどに対する大気環境保全対策（固定及び移動発生源

対策）を推進します。

⑪ 大気の監視・観測体制の充実

○監視対象地域の拡大

・越境大気汚染など新たな大気汚染に対応するため、全県域を対象とした監視・観測

を行います。

○アスベスト飛散防止対策の推進

・環境大気中のアスベスト濃度監視や、アスベスト含有建築物等の解体等工事の立入

検査を行うなど、更なるアスベスト飛散防止対策を推進します。

○災害時のアスベスト飛散防止対策の推進

・災害廃棄物仮置場等からのアスベスト飛散による二次被害を防止するため、環境

モニタリングの実施に向けた取組を推進します。

⑫ 土地汚染対策の推進

○事業場等における土壌汚染対策の推進

・特定有害物質等を取り扱う工場・事業場において、漏洩等による土壌汚染を防止す

るため監視・指導に努めます。

・土壌汚染対策法及び生活環境保全条例の適正な施行を図るとともに、汚染が確認さ

れた場合は、汚染状況の調査や汚染土壌の改善対策等を指導します。

・生活環境保全条例に基づき、県内各地の特定事業場の土砂等の監視等を継続して行

います。

・県外から港湾施設に仮置きされ、特定事業地（知事認可）に搬入される土砂を、一

船ごとに目視等調査を行い、土壌検査により安全性が担保されるまで移動を制限す
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るなど厳しい監視を行います。

・環境に配慮した持続性の高い生産方法で栽培される「とくしまエシカル農産物（Ｇ

ＡＰ認証取得農産物、エコファーマー生産農産物、有機農産物）の生産拡大を図り、

農業生産における化学農薬や化学肥料の使用量の低減を促進します。【再掲】

⑬ 地盤沈下・塩水化対策の推進

○地下水の適正利用等の推進

・地下水の塩水化及び地下水位の状況について、定期的な調査を行うとともに、関係

機関と連携して地盤沈下の実態を把握します。

・生活環境保全条例の規定に基づき、関係機関と協力して、地下水採取の規制や地下

水利用の合理化等の地下水保全対策を推進します。

（２）騒音・振動・悪臭、化学物質による環境汚染の防止

現状と課題

●環境騒音は近年改善が進んできており、令和４年度の測定結果では、環境基準の達成率

は、一般地域（道路に面する地域以外の地域）では１００％となっています｡

●自動車交通騒音はほぼ横ばいで推移しており大きな変化は見られませんが、今後の交通

量の動向によっては悪化する可能性があります。

●令和４年度における騒音・振動・悪臭に係る公害苦情件数の状況をみると、騒音が最も

多く、近年は年間５０件程度で推移しています。

悪臭は、年度により増減が見られますが、年間４０～６０件前後で推移しています｡

振動は年間数件程度と件数そのものが少ない状況です。

●ダイオキシン類の排出については、ダイオキシン類対策特別措置法に基づく規制が行わ

れています。本県における、大気、水質、底質、地下水、土壌のダイオキシン類濃度は

環境基準を達成しています。

●流通する膨大な種類の化学物質の中には、環境中に排出されることで人の健康や生態系

に有害な影響を及ぼすものがあり、ダイオキシン類等の排出量の把握や、処分期間が定

められているポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ）の処理、化学農薬の適正使用等が求められて

います。

●化学物質による影響やその発生の仕組みの科学的な解明は極めて難しいため、化学物質

の適切な排出管理を推進するとともに、化学物質問題に関する情報の共有や理解を促進

し、社会全体として環境リスクを低減することが重要となっています。

取組展開

① 騒音・振動対策の推進

○規制・指導等の充実

・町村の意見を踏まえ、土地利用等の実情に応じて、騒音に係る環境基準の類型指定
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や見直し、規制地域の見直しを行います。

・監視測定体制の充実を図り、実態の把握及び評価を行います。

・市町村に対する助言や技術支援等を推進します。

○発生源対策の推進

・道路交通騒音対策を次のとおり推進します。

ア 交通流の円滑化対策の推進

イ 騒音実態を踏まえた道路構造対策等の推進

・航空機騒音対策や在来鉄道騒音対策については、必要に応じて発生源対策の実施を

関係機関に要請します。

・工場・事業場からの騒音対策については、住工分離など土地利用の適正化を図りま

す。

② 悪臭対策の推進

○規制・指導等の充実

・町村の意見を踏まえ、悪臭実態等に応じた規制地域や規制基準等の見直しを行いま

す。

・市町村に対する指導や普及啓発等を推進します。

・悪臭実態の把握や臭気指数による調査手法の導入など評価・分析手法の充実に努め

ます。

○発生源対策の推進

・工場の立地等にあたっては、住工分離など土地利用の適正化を図ります。

・畜産業からの悪臭の発生を防止するため、家畜ふん尿の処理・保管施設の整備を推

進します。

③ 化学物質のリスク評価の推進

○汚染実態及び環境リスクに関する調査の推進

・ダイオキシン類、その他化学物質による大気、水質、土壌など環境汚染実態のモニ

タリングを推進します。

・ＰＲＴＲ制度に基づき、化学物質の排出・移動状況を適切に把握します。

④ 化学物質の安全管理の推進

○排出抑制対策の推進

・発生源からのダイオキシン類を抑制するため、工場・事業場や廃棄物焼却炉等への

監視、規制・指導の徹底を図ります。

・規制外の小規模焼却炉の使用中止等の啓発、野焼き等の監視・指導など総合的な対

策を推進します。

・ＰＣＢ廃棄物の処分期間内における適正処理を推進します。

○適正な管理・利用の推進

・ＰＲＴＲ制度の周知・徹底や技術指導等を通じて、事業者による自主的な化学物質

の管理の改善を促進します。
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・化学物質に関する県民の正しい理解が得られるよう、「とくしま環境県民会議」等、

本県の高い産学民官の連携システムを活用し、化学物質問題に関する各種情報の整

備・提供、普及啓発、リスクコミュニケーション等を推進します。

（３）資源の循環利用

現状と課題

●大量の廃棄物の発生は、処理施設の不足や不法投棄・不適正処理などの様々な問題を引

き起こしており、廃棄物の減量化と適正処理の推進は緊急の課題となっています。

●産業廃棄物の排出量について、排出抑制や資源化の取組を推進しています。

●産業廃棄物は、排出量が多大であることから、再生利用と減量化を推進する必要があり

ます。

●県内での一般廃棄物の排出量は、２５３千トン（令和３年度）であり、全国と同様に近

年減少傾向にあるものの、リサイクル率は１６．６％（令和３年度）であり、全国より

低く、近年横ばい傾向にあります。そのため、県内市町村におけるごみの減量化やリサ

イクルへの取組を一層推進する必要があります。

●食品ロスやプラスチックごみによる海洋汚染等は、生活に身近な環境問題の一つであり、

これらの削減や抑制に取り組むことは、エシカル消費の理念にもつながり、今後一層の

取組の推進が求められています。

●県内での建設廃棄物のリサイクル率は、令和３年度において９９％と高水準で、適正処

理がなされており、今後も更なるリサイクルの推進及び高水準の維持が求められていま

す。

●本県の農業用廃プラスチックの回収率は、令和４年度末において９９％と高い水準で適

正処理が行われています。今後も、徳島県農業用廃プラスチック適正処理対策協議会、

市町村、ＪＡ等の連携のもと、農業者への意識啓発に努め、適正処理を維持していく必

要があります。

●近年、畜産農家は堆肥化施設を整備しながら耕種農家と連携し、畜産バイオマス資源の

有効利用に努めてきましたが、畜産経営の大規模化、地域的偏在の進展、耕作地の減少

等に対応するため、生産した良質堆肥を有効に利用することが必要になっています。

取組展開

① ゼロ・エミッションとくしまの推進

○各種関連法規の円滑な運用

・関係機関等との連携のもとで、循環型社会形成推進関連法や各種リサイクル法の円

滑な運用を図ります。

○廃棄物処理計画の着実な推進

・徳島県廃棄物処理計画に基づき、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用及び適正処

理に向けた取組を推進します。

○廃棄物の資源循環利用の促進
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・技術革新を活かし、家庭ごみやし尿等の資源循環利用を促進します。

② 廃棄物の発生抑制対策の推進

○３Ｒの総合的な取組の推進

・ごみ問題に取り組む住民団体等との連携を図り、施策に関する意見交換を行うとと

もに、地域に根ざした活動に対し支援を行います。

・排出者責任の明確化、負担の公平性の確保及びごみの減量化・リサイクル化の促進

に効果が見込まれるごみ処理の有料化を推進します。

・多量排出事業者や業界団体などによる自主的な産業廃棄物の発生抑制の取組につい

て指導や助言を行います。

○消費行動等によるプラスチックごみ削減の推進

・海洋プラスチック汚染の実態の正しい理解の促進と、使い捨てプラスチック製容器

包装・製品が不必要に使用・廃棄されることがないよう、｢とくしま環境県民会議」

と連携し、県民の意識変革を図ります。

・県民一人ひとりにプラスチックごみを出さない消費行動を実践していただけるよう

に「マイバッグキャンペーン」や「マイボトルキャンペーン」などの啓発活動に努

めます。

・ごみの減量や資源化などに配慮している小売店等を認定し、広く県民にＰＲする｢エ

コショップ」「スーパーエコショップ」制度の更なる推進を図ります。

・包装の簡素化やレジ袋・食品トレイの廃止など、積極的にプラスチックごみ削減に

取り組んでいる小売店を「プラスチックごみ削減協力店」として新たに認定し、小

売店での削減を図ります。

・「徳島県海岸漂着物対策推進地域計画」に基づき、関係行政機関・市町村・民間団体

等と連携して、漂着物等の回収・適正処理・処分・資源化を進めるとともに、県民

に対して発生抑制に係る情報提供や普及啓発を実施します。

○食品ロス削減の推進

・一般廃棄物の減量につながる「食品ロス削減」対策を推進するため、「食品ロス削

減推進計画」に基づき、普及啓発活動やフードバンク活動拡充の支援を行います。

・県、市町村、事業者、消費者等のあらゆる主体が連携し、それぞれの立場で食品ロ

ス削減に取り組み、食べ物を無駄にしない意識の醸成とその定着を図ります。

③ 資源の回収・再生利用の推進

○リサイクル体制や市場育成の促進

・県内事業者等のリサイクル製品の普及を図るとともに、リサイクル製品に関する情

報の周知に努めます。

・使用済みペットボトルを新たなペットボトルに再利用することで、半永久的に資源

を循環させることができるペットボトルの水平リサイクル（ボトル to ボトル）をは
じめとしたプラスチックの３Ｒの更なる推進を図ります。
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・衣服の生産から着用、廃棄に至るまで、環境負荷を考慮したサステナブルファッションの取

組みについて、普及啓発を行います。

・プラスチックごみの徹底した分別回収・再資源化が行われるよう、一般廃棄物行政

を所管する市町村と協力し、効果的・効率的なリサイクルを推進します。

○事業者によるリサイクルの促進

・循環資源の回収・リサイクルの促進を図るため、関係団体と連携した取組を進めま

す。

・企業局管理の浄水場で発生する泥土やダムにおける流木などの未利用資源の有効活

用を進めます。

・建設副産物のリサイクルを促進するため、工事間利用や公共工事におけるリサイク

ル製品の利用拡大を推進します。

・リサイクル認定制度の周知に努め、リサイクル製品及び３Ｒモデル事業所の認定を

推進します。

○農業におけるリサイクルの促進

・農業生産資材廃棄物（廃プラスチック等）の回収及び適正処理を推進します。

・家畜排せつ物の堆肥化施設の整備や耕種農家との連携強化による堆肥の流通促進等、

畜産バイオマス資源を循環利用する資源循環型の畜産を推進します。

○各種リサイクル法による再商品化の推進

・家電リサイクル法やプラスチック資源循環促進法など各種リサイクル関連法につい

て、市町村における取組を推進するため、技術的支援や助言を行うとともに、県民

への周知を徹底し、適正なリサイクルの推進を図ります。

・徳島県分別収集計画に基づき、市町村における容器包装廃棄物の分別収集の徹底や

再生利用を促進します。

○太陽光パネルのリサイクル・リユースシステムの推進

・固定価格買取制度（ＦＩＴ）により、急速に導入された太陽光パネルについては、

２０３０年代後半に、使用済の太陽光パネル等の大量廃棄が見込まれていることか

ら、大量廃棄のピークに対処できるよう、計画的に対応策を検討します。

（４）平時と災害時に対応した廃棄物処理対策

現状と課題

●廃棄物の処理コストの増加などから、廃棄物の不法投棄や不適正処理の増加が懸念され

ます。

●産業廃棄物処理施設（焼却施設、最終処分場）の設置や稼働状況、周辺の生活環境への

影響について、県民は高い意識を持っています。

●本県の一般廃棄物処理施設は、稼働年数が長期間にわたり、廃棄物を単純に焼却するこ

としかできない施設が多く、エネルギーの回収及び有効利用の促進が課題となっていま

す。



- 33 -

●南海トラフ巨大地震の発生時には、大きな被害が想定される徳島県において、阪神･淡路

大震災、東日本大震災等での教訓を生かし、復旧・復興の妨げとなる災害廃棄物の処理

について、平時からその処理体制に関し、市町村や関係団体、さらには、近隣府県等と

検討を深め、万全の準備をしておく必要があります。

取組展開

① 不法投棄の撲滅など廃棄物の適正処理の推進

○廃棄物の適正処理の推進

・適正処理の意識や処理技術の向上に関する研修等を実施し、優良な産業廃棄物処理

事業者の育成を推進します。

・排出事業者や処理事業者への監視・指導の強化及びマニフェスト制度の普及促進に

より、産業廃棄物の適正処理を推進します。

・本県独自の「徳島県優良産業廃棄物処理業者認定制度」の普及により優良な産業廃

棄物処理業者の育成を図ります。

・市町村の一層の広域的連携も視野に入れ、適正な処理体制の確立を促進します。

○処理施設の安定的確保の推進

・一般廃棄物の再生利用及び適正処理を推進するため、市町村が行う一般廃棄物処理

施設の整備を促進します。

・産業廃棄物の減量化や再生利用を推進するため、リサイクル施設等の中間処理施設

の整備を促進します。

・廃棄物処理施設（焼却施設、最終処分場）の適正な維持管理が行われるよう、構造

基準への適合状況を定期的に検査するとともに、施設の設置者に対して厳正な指導

を実施します。

○不法投棄等の不適正処理の防止

・関係機関と連携し、不法投棄や違法な不用品回収など、不適正処理の防止に努めま

す。

・企業や団体・地域住民等の連携による不法投棄監視体制の充実に努めます。

・パトロールや監視カメラ等の活用などにより、不法投棄の早期発見や拡大防止を図

ります。

○県民参加による環境美化活動の推進

・とくしま環境県民会議と連携して、｢ごみゼロの日」キャンペーン等を率先的に実施

し、県民、事業者、民間団体などの環境美化の取組を促進します。

② 廃棄物からのエネルギーの回収・利用

○廃棄物処理施設の高度化の推進

・市町村の自主性と創意工夫を活かしながら、エネルギーの回収及び有効利用を図る

ため、広域的かつ総合的な「一般廃棄物処理施設」の整備を促進します。

・「一般廃棄物焼却施設」の新設においては、ごみ発電等の余熱利用についての積極

的な取組を支援するとともに、「し尿処理施設」の整備に際しては、メタン回収設
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備の導入等を推進します。

③ 災害廃棄物処理体制の強化

○災害廃棄物の仮置場候補地の選定

・南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生に備え、災害廃棄物の発生量、処理可能量

を見込み、処理期間を３年間として算定した仮置場必要面積を確保するため、市町

村において仮置場候補地の選定を進めます。

○職員への教育訓練

・県、市町村等の職員の災害廃棄物への対応能力を養うため、継続的に教育訓練を実

施します。

○広域処理体制の整備

・災害廃棄物の処理について、国や関係自治体、関係団体等と連携し、県内及び県域

を越えた広域的な処理体制の整備に努めます
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３ 癒しの郷とくしま

目指すべき将来の姿

・吉野川や那賀川をはじめとする河口干潟では、シオマネキに代表される汽水域特

有の希少野生生物が豊富に生息しています。また、田んぼにいるドジョウなどの

多種多様な生きものを狙って、サギやコウノトリが飛来し、冬場にナベヅル等が

越冬しています。

・森林から供給される水資源をはじめとした自然サービスが川・里・海などの生態系

を支えるとともに、持続可能なかたちで利用されています。

・生態系のバランスの中で、野生鳥獣は適正な個体数で維持され、農林業被害も低

減されています。

（１）多様な自然環境の保全とふれあいの創造

現状と課題

●本県は、西日本第二の高峰剣山をはじめとする山地や、「四国三郎」と呼ばれる吉野川に

代表される多くの河川、変化に富んだ海岸線など複雑な地形が広がるとともに、温暖な

気候から四国山地の寒冷な亜寒帯気候まで多彩な気候に囲まれ、多様で豊かな自然環境

が形成されています。

●県内には、優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図るため、国立

公園が１箇所、国定公園が２箇所、県立自然公園が６箇所、総面積38,706haの自然公園

が指定され多くの県民に利用されています。

そのほか「四国のみち」の再整備により県民の自然とのふれあいの場や機会の創出が図

られています。

●2030 年までに陸域・内陸水域と沿岸域・海域のそれぞれ30％以上を健全な生態系として

効果的に保全しようとする「30by30」が世界共通の目標として掲げられています。

●自然災害やオーバーユースにより、失われたり損なわれたりした自然環境の再生が必要

となっています。

●経費的に維持管理が困難となっている中で、自然とのふれあいや理解を深めるための継

続可能な基盤整備や機会の創出が課題となっています。

●生息域の拡大により、農林業や自然生態系に被害を及ぼしているニホンジカやイノシシ、

ニホンザルについては、被害軽減に向けた計画的な取組が求められています｡

取組展開

① 多様な自然環境の保全の推進
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○原生的な自然や優れた自然環境の保全の推進

・国立公園、国定公園及び県立自然公園制度のほか、自然環境保全地域等の各種制度

を活用し、土地利用等の各種行為規制を推進します。

・保全すべき自然環境が人為的あるいは非人為的に劣化している場合には、自然再生

推進法等を踏まえ、その復元や景観の維持等に努めます。

○身近な自然環境の保全及び創出の推進

・自然との共生を県民が身近に感じるため、地域の多様な自然環境を活かしたビオト

ープ（生物の生息空間）の保全及び創出を県民協働で推進します。

・県内の「保護区域以外の生物多様性の保全・管理が図られている区域の拡大」に向

け、「民間等による生物多様性保全の取組」について支援します。

・間伐や抜き伐りを進め、下層植生を増やし、長伐期林、複層林、針広混交林へ誘導

するとともに、広葉樹の植栽や保育を行う多様な森林づくりを推進します。

○美しく豊かな海洋環境の保全

・藻場、干潟の保全や機能の回復による生態系全体の生産力の底上げを行うため、藻

場造成等を行うとともに、漁業者や地域住民等による保全活動が一体となった取組

を推進します。

・地球温暖化による海水温上昇などの影響で、消滅や変容の恐れがある貴重な海洋生

態系について、地域住民・団体等と連携した保全活動を推進します。

・里海づくり活動の中心的役割を担う「里海創生リーダー」等の人材育成を図り、リ

ーダーと連携して里海づくりを推進します。【再掲】

② 野生鳥獣適正管理の推進

○特定鳥獣の適正管理の推進

・被害軽減や人と野生鳥獣との共存を目指すため、ニホンジカ、イノシシ、ニホンザ

ルについて、科学的な知見により策定した適正管理計画に基づく取組を推進します。

③ 自然とのふれあいや理解の推進

○ふれあいの場の整備の推進

・国立公園、国定公園及び県立自然公園において、全国のモデルとなる施設整備を計

画的に進めるとともに、管理運営体制を適切に整備します。

・「四国のみち」に代表される自然歩道などの整備を推進します。

○ふれあい機会の充実・提供

・佐那河内いきものふれあいの里などの拠点施設の充実を図るとともに、自然観察会

など自然体験型プログラムの充実や人材の育成を推進します。

○鳥獣保護思想の普及啓発

・愛鳥週間（毎年５月１０日から１６日まで）などをとおして、自然の中で鳥獣に親

しみ、自然を保護する心を育むための啓発を行います。

○調査研究や普及啓発の推進

・自然環境や生物多様性に関する情報の収集・整備・提供を図るとくしま生物多様性
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センターが、県民、関係団体、大学等の研究機関との連携を強化し、生物多様性に

関する調査研究や普及啓発を推進します。

（２）癒しの郷とくしまの創造

現状と課題

●地域の特色や自然環境と調和した美しい町並や歴史的・文化的資源は、快適で魅力的な

地域環境を形成する重要な要素です。

●文化的景観、歴史的景観を有する地域が県内には多数所在しています。

●本県には数多くの有形・無形文化財、史跡名勝天然記念物、伝統的建造物群などがあり、

それらの指定や保護を図っています。

●地域の自然環境やまちなみと調和した良好な地域景観の維持・形成が必要です。

●地域の特色や資源を生かした歴史的・文化的資源の保護・保全・継承が重要です。

●開発の進行、過疎化など社会構造の変化により、先祖から受け継がれてきた良好な文化

的景観が失われつつあります。

●国は文化的景観を守るため、平成１６年に景観法を制定、１７年に文化財保護法を一部

改正し、重要文化的景観を文化財に位置づけました。

●重要文化的景観に選定されるためには、市町村が景観行政団体となり、景観計画を策定

するとともに、文化的景観に関する調査を行う必要があります。

県内では、既に８市町が景観行政団体となっています。

●徳島県の令和３年度末の１人当たり都市公園等面積は、１０．２㎡であり、全国平均の

１０．８㎡を下回っていますが、全国平均以上を目指し、都市公園の整備を推進してい

ます。

●今後、都市緑化を推進するためには、県民の都市緑化意識の高揚や地域住民が利用され

る都市公園の緑化に取り組む必要があります。

取組展開

① 身近な緑や水辺の保全・創造の推進

○身近な緑の保全・創造の推進

・第２５回全国「みどりの愛護」のつどいで高めた緑化推進の機運を更に盛り上げる

ために、緑豊かな環境づくりを推進するとともに、緑を守り育てる県民運動を展開

します。

・都市緑化の県民意識の向上を図るため、「暮らしの緑化推進絵画コンクール」によ

る普及啓発、また都市公園内花壇を官民協働で維持管理していく、「みどりのキャン

バスプロジェクト事業」を展開します。

○身近な水辺の保全・創造の推進

・自然的な河川や海岸の保全に努めるとともに、親水性護岸や生態系に配慮した護岸、

植栽等を組み合わせた人工海浜や遊歩道など河岸、海岸、港湾等における親水空間

や施設の整備を推進します。
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・河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮

し、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全

・創出します。

② 快適で文化の薫り高い環境の確保

○快適で美しい地域景観の形成

・良好な文化的景観・歴史的景観を保護し、維持・保全するため、地域の景観や自然

環境と調和した環境整備を推進します。

○歴史的・文化的資産の保全と継承

・文化財保護法等の各種制度を活用し、歴史的町並や建造物、史跡名勝天然記念物な

どの文化財の計画的な保存及び指定登録等を推進します。

・遍路道をはじめとした歴史の道や四国の道を基本とした歩く道づくりを県民参加で

進めることにより、地域の活性化や地域間交流を推進します。

・重要文化的景観の選定に向け、市町村が行う文化財調査を支援するとともに、選定

された区域については、良好な景観を保全するための市町村の取組を支援します。

○エコツーリズムの展開

・古来から引き継がれた徳島ならではの自然、歴史、伝統、文化、環境を最大限に活

用するとともに、これらの地域資源に対する負担を最小限にするべく管理されたツ

アーの促進を図るエコツーリズムを推進します。

・徳島ならではの自然、歴史、伝統、文化、環境を題材にした環境教育・環境活動を

核に据えた体験型観光、教育旅行を推進します。

（３）生物多様性のゆりかごとくしまの創造

現状と課題

●生物多様性を保全し、自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め反転させ

る「ネイチャーポジティブ（自然再興）」のためには、生物多様性の重要性の普及活動や

保全活動の担い手の中心となる人材が不可欠です。

●多くの県民が、自然と共生した暮らしを営みながら、多様な活躍のできる場を提供して

いく必要があります。

●コウノトリは、２０１７年に鳴門市において、兵庫県豊岡市とその周辺地域を除く地域

としては、全国初となる野外繁殖に成功しました。

●野外のコウノトリは４００羽を超えるまでに数を増やしていますが、人の手を借りない

真の野生復帰により繁殖地を全国各地に広げることが今後の課題となっています｡

取組展開

① 生物多様性保全の推進

○生物多様性とくしま戦略の推進

・「生物多様性とくしま戦略」に基づき、「生物多様性という地域資源を活かした、持
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続可能な循環型社会」を実現するため、県民や関係団体との協働により、取組を推

進します。

○希少野生生物の保全

・全国に誇る本県の豊かな自然環境を保全するとともに、希少野生生物の保護を推進

します。

② 生態系の保全・回復・持続可能な活用の推進

○コウノトリ育み活動の展開

・コウノトリ足環装着プロジェクトチームによる足環装着によって、コウノトリ個体

群管理に役立つ取組を進めます。

・ＮＰＯや市民団体等と協働での見守活動や、「一時保護施設」による負傷個体の治療

など、関係団体との連携・協働によるコウノトリの育み活動を推進します。

○絶滅危惧種の保全及び回復に向けた定期的な見直しの実施

・希少野生生物保護検討委員会において、徳島県版レッドリストの見直しに向けた調

査・検討を進め、分類毎に順次改定を行います。

③ 特定外来生物対策の推進

○特定外来生物対策の推進

・生態系及び県民生活に被害を及ぼす恐れのあるアルゼンチンアリなどの特定外来生

物については、国、市町村及び地域住民等と連携し、防除に向けた対策を推進しま

す。

④ 生き物と人が共生した持続可能な社会を築くための人材育成の推進

○生物多様性リーダーの育成

・生物多様性に関する普及啓発や、本県各地域の特色ある生物多様性の保全活動を推

進するため、活動圏域や年齢構成に配慮した生物多様性リーダー及び生物多様性ア

ドバンストリーダーの育成を行い、育成した人材には活動の場を提供します。

○生物多様性を普及啓発できる団体の育成

・生物多様性活動を行う団体と連携して、生物多様性リーダーの育成に係る生物多様

性の啓発及び保全のためのプログラムを作成し、運営できる団体を育成します。
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４ 県民主役とくしま

目指すべき将来の姿

・県民、企業、ＮＰＯ、高等教育機関など、様々な協力関係が構築され、地域の環境保全

活動や課題解決に積極的に取り組んでいます。

・幼い時期から、環境問題への理解力と実践力が養成される環境が整い、サステナブルな

社会の実現に向けて、県民一人ひとりが環境に配慮した思いやりのある消費行動や事業

活動を主体的に行っています。

・環境活動に取り組む団体や企業、また、環境知識を有する人材が高く評価される社会に

なっています。

（１）県民主役の起点となる新たな拠点の創出

現状と課題

●今日の環境問題の解決には、県民、企業、ＮＰＯ、高等教育機関など様々な主体が相互

に連携・協力しながら対策を推進する必要があります。

●資金や人材ネットワークの点で事業や活動の実施が困難な中小企業やＮＰＯに対しては、

国の支援制度等の活用や、関係する研究者･技術者の紹介など、プロジェクトの構想段階

から支援していく必要があります。

●サステナブルな社会の実現のためには、自分たちの住んでいる地域を知り、地域の環境

のすばらしさや課題を理解し、どのような地域にしたいかを考え、地域の環境保全また

課題解決に向けて取り組む人づくりが求められます。

●学校教育に関しては、総合的な学習の時間や、総合的な探究の時間などを活用し、自らの体験

を取り入れた実践的な環境学習が行われており、今後、教科間の連携など環境学習の更なる充

実を図っていきます。

●環境保全に関する調査研究においては、産学民官による連携のさらなる強化が求められ

ます。

●総合的な環境研究の推進を行うコーディネーターやスーパーバイザーの養成を図り、環

境保全に関する調査研究や技術開発を本県をフィールドとして、蓄積させていく必要が

あります。

●環境保全に関する情報発信のためには、県の各種広報媒体の効果的な活用が求められま

す。

取組展開

① 環境保全活動の推進に関する基盤整備
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○県民主役となる拠点の創出

・環境活動連携拠点「エコみらいとくしま」の一層の充実等、「県民主役」の起点とな

る環境保全活動の拠点を創出します。

・とくしま環境県民会議などを中心に県民、事業者、民間団体等の連携体制の充実を

図り、協働による主体的な環境活動を促進します。

・企業、ＮＰＯ等の環境活動支援を行う｢ＮＰＯ法人環境首都とくしま創造センター｣

と連携し、国の施策や支援制度等に係る情報提供や、企画提案講座の開催など、事

業や活動の安定化を図るための支援を行います。

・徳島県地球温暖化防止活動推進センターや、高等教育機関の産学官連携組織、とく

しま環境県民会議と協働し、事業の企画立案や実践手法に優れた能力を持つ人材の

育成を図ります。

○政策提言能力の強化

・国や四国パートナーシップオフィス(四国ＥＰＯ)と連携し、企業やＮＰＯの環境政

策に関する政策提言能力を高めるための取組を展開します。

② 各主体の自主的な取組の促進

○県民・事業者による自主的取組の促進

・環境の保全・創造への県民共通の行動指針・規範である「環境首都とくしま・未来

創造憲章」のさらなる普及を図ります。

・環境の保全・創造に関する顕著な功績を称え、県民等による自主的・積極的な環境

保全活動等を促進するため、とくしま環境賞などの顕彰制度の充実及び活用を図り

ます。

・県における「環境首都とくしま・県マネジメントシステム」に基づく取組を推進す

るとともに、事業者等における「ＩＳＯ１４００１」や「エコアクション２１」な

どの環境マネジメントシステムの認証取得を促進します。

○県民の意識啓発の強化

・「徳島県地球環境を守る日」を中心に環境関連イベントを開催するなど、普及啓発事業を

総合的・体系的に実施します。

③ 総合的な環境教育・環境学習の推進

○環境教育・環境学習の推進

・環境教育・環境学習の、総合的・体系的な取組を推進します。

・多様な主体との連携・交流を推進し、幼児から高齢者までそれぞれのライフステージに応

じた家庭、学校、企業及び地域社会など多様な場における環境学習活動を促進します。

・学校における節電・ごみ分別・リサイクル活動などの取組を地域に広げ、児童生徒

が地域に出向いて、環境美化活動や自然観察などの体験活動を積極的に行い、環境

学習内容を家庭や地域に波及させていきます。

・「とくしまＧＸスクール」の認定取得を進めるとともに、エネルギーやＳＤＧｓに関

する教育を充実させ、生命や自然を大切にし、地域の環境を守るために行動できる、

児童生徒を育成します。
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○人材の育成及びネットワーク化の推進

・地域における環境学習等の指導者や環境保全活動の地域リーダー及び環境アドバイザー

等の人材育成やネットワーク化を推進します。

○県民の意識啓発の強化

・「徳島県地球環境を守る日」を中心に環境関連イベントを開催するなど、普及啓発事業を

総合的・体系的に実施します。

○環境学習機会の充実

・環境活動連携拠点「エコみらいとくしま」を核として、実践的な環境学習の機会を

提供します。

・「とくしま環境学習プログラム」を活用し、互いに連携、協働しながら主体的に行動

する人づくりを推進します。

○エシカル消費の理念の普及

・地産地消や「とくしまエシカル農産物（ＧＡＰ認証取得農産物、エコファーマー生産農産物、

有機農産物）」などエシカル消費の理念を広く県民に周知し、実践していただけるよ

う、講演会・研修会・フォーラムなどの開催を通じて、県民運動に繋げていきます。

・エシカル消費の普及推進に顕著な功績のあった事業者や団体を表彰し、広く紹介す

ることで、今後の活動を奨励するとともに、ＳＮＳ等を活用した多様な媒体を通し

て県民一人ひとりに届く周知啓発活動を展開することで、環境等に配慮したエシカ

ル消費に対する県民の理解促進を図ります。

・県内すべての公立高校・中等教育学校に、エシカル消費を研究・実践する「エシカ

ルクラブ」を設置し、学校の特色に応じた啓発・実践活動を行います。

・「エシカルクラブ」の成果を広く県内外に発信することで全国モデルとなる「エシカ

ル消費」教育の普及・拡大を図ります。

・徳島県消費者大学校及び大学院において、エシカル消費について学習する講座を設

け、環境に対する影響等について主体的に考えながら消費行動のできる消費者の育

成に努めます。

④ 環境保全に関する調査研究及び情報発信の充実

○調査研究機能の充実

・保健製薬環境センターの機能強化に向けて、人材の育成を図るとともに調査研究の

評価制度の充実など体制の整備を推進します。

○産学官、あるいは産学民官連携による環境研究の推進

・高等教育機関及び徳島県地球温暖化防止活動推進センターにより、国の支援制度等

を積極的に活用し、環境研究や環境・エネルギー技術開発に関する研究、あるいは

製品開発に関する共同化を推進します。

○環境関連等の調査研究の推進

・「ＬＥＤトータルサポート拠点」である工業技術センターの性能評価体制を充実させ、

ＬＥＤ応用製品の開発支援を行います。

・再生可能な有機資源を原料とするバイオマテリアルなどを活用した環境負荷を低減

する製品・技術の開発を推進します。
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・未利用資源や金属などの有効活用についての研究開発を推進します。

・農林水産分野において、有機農業や減農薬・減化学肥料栽培、未利用資源を活用し

た栽培など、環境への負荷を低減させる技術の開発を推進します。

○ＷＥＢサイトをはじめとした情報提供の充実

・県民や事業者のニーズを踏まえ、ＷＥＢサイト、環境白書、各種刊行物など多様な

媒体を活用した環境情報の提供体制を整備します。

・徳島県や徳島県地球温暖化防止活動推進センター等のＷＥＢサイトを充実させ、一

般知識情報に加えて、環境アドバイザーやうちエコ診断等の専門家の紹介や、助成

・融資など支援制度に関する情報、カーボン・オフセットに関する商品やクレジッ

ト販売情報等の提供を行います。

（２）事業者における環境配慮の適切な実施

現状と課題

●本県では、徳島県環境基本条例において、施策の策定・実施に当たっての環境の保全・

創造への配慮や環境影響評価制度などの積極的な推進について規定しており、これを踏

まえて、平成１２年３月に徳島県環境影響評価条例が制定され、一定の要件を満たす大

規模な開発事業等の実施に際しての環境影響評価を事業者に義務づけています。

●徳島県環境影響評価条例の対象とならない中小規模の事業についても、徳島県公共事業

環境配慮指針に基づき、周辺環境等に配慮した事業を実施しています。

●徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例（すだちくん未来の地球条例）

では、一定規模以上の温室効果ガス排出事業者（特定排出事業者）や、一定規模以上の

新築や増改築に行う建築主に対し、温室効果ガス排出抑制のための環境配慮計画書等の

提出を義務づけています。

取組展開

① 環境影響評価体制の整備

○環境影響評価制度の充実・強化

・大規模開発事業における環境への負荷の防止及び低減を図るため、徳島県環境影響

評価条例に基づく環境影響評価手続を適正に実施します。

・社会経済情勢の変化や国の動向等を踏まえ、環境影響評価制度の対象事業の追加等

について、調査・研究を進めます。

○公共工事における環境配慮の実施

・公共土木工事における環境配慮を推進するため、徳島県公共事業環境配慮指針の適

切な運用を図ります。

・農業農村整備事業における環境配慮を推進するため、徳島県田園環境配慮マニュア

ルの適切な運用を図ります。

○土地利用対策における環境配慮の実施
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・徳島県土地利用指導要綱に基づく開発指導を通じて、県民の安全で良好な地域環境

の確保に努めます。

② 温室効果ガス排出抑制の推進

○すだちくん未来の地球条例の着実な推進

・一定規模以上の温室効果ガス排出事業者（特定排出事業者）の排出削減計画書の提

出等の徹底を図ります。また、特定事業者以外の事業者（中小排出事業者）におい

ても、事業活動における温室効果ガスの排出削減を進めるため、計画書等の提出を

推進します。【再掲】

・建築等における温室効果ガスの排出削減を進めるため、一定規模以上の新築や増改

築に行う建築主の環境配慮計画書の提出等の徹底を図ります。また、一定規模未満

の建築においても、それぞれの建築物の特性に応じた温室効果ガスの排出削減を推

進するため、計画書等の提出を促進します。【再掲】

・事業者の脱炭素型ビジネススタイルへの転換を促進するため、温室効果ガスの排出

抑制に積極的に取り組む事業者の削減努力を見える化し、積極的に公表するととも

に、特に優れた功績のあった事業者等に対しては、表彰の機会を創出し顕彰に努め

ます。【再掲】

（３）広域的な環境保全対策

現状と課題

●関西広域連合広域環境保全局においては、関西における環境分野の広域的課題に対処し

ていくため、「地球環境問題に対応し、持続可能な社会を実現する関西」を目標に各種施

策に取り組んでいます。

●関西広域連合で実施することで、県の個別実施よりも効果的・効率的に実施することが

でき、連合が方向性を提示することで取組に統一感が生まれ、構成府県市の優良事例を

各構成府県市に波及させることができるというメリットがあります。

●四国四県でも「四国四県連携事業」として、｢四国地球温暖化対策推進連絡協議会｣にお

けるクールビズやウォームビズの取組等を実施しています。

●このほか、「四国地域エネルギー・温暖化対策推進会議」による産学民官での取組や「気

候変動イニシアティブ（ＪＣＩ）」による多様な主体による脱炭素社会の実現に向けた取

組等も推進されています。

●産業廃棄物は県境を越えて広域的に流入・流出されることもあり、県内での不適正処理

や不法投棄の防止を図るため水際での防止が求められます。

取組展開

① 多様なネットワークによる取組の推進

○関西広域連合（広域環境保全局）における取組

・広域環境保全計画に定められた「脱炭素社会づくり（地球温暖化対策）」、「自然共生
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型社会づくり（生物多様性の保全）」、「循環型社会づくり（資源循環の推進）」、「持

続可能な社会を担う人育て（環境学習の推進）」の４つの施策の基本方向に基づき積

極的に取り組みます。

・関西エコスタイルの推進や関西エコオフィス宣言事業所の募集等を通じて、住民・

事業者への普及啓発に取り組みます。

・次世代自動車の普及に向けて、広域的に取り組みます。

・広域的に移動し被害を与えているカワウについて、関西地域カワウ広域管理計画に

基づき、広域実施で効果のある被害対策等を推進します。

・生物多様性に関する情報の共有・一元化を図り、地域の生態系サービスの維持・向

上に取り組みます。

・水・土壌・大気環境の保全による、快適で安全・安心な生活環境の創出を図るとと

もに、環境に配慮しつつ、多様で厚みのある歴史・文化資源を活かしたまちづくり

を推進します。

・自然・歴史・文化など構成府県がそれぞれに持つ地域特性を最大限に活かした交流

型の環境学習を展開するとともに、気づきや感動を大切にした年少期における環境

学習を推進します。

○四国四県における取組

・四国地域エネルギー・温暖化対策推進会議における支援プロジェクトの推進など、

四国四県及び国出先機関の協働事業を推進します。

・四国地球温暖化対策推進連絡協議会において、「クールビズ･ウォームビズ」の推進

を四国四県で連携して推進します。

○関係機関との連携等

・平成３０年に設立された、多様な主体による脱炭素社会の実現に向けた取組を推進

するためのネットワーク「気候変動イニシアティブ（ＪＣＩ）」を通じて、関係機関

との連携及び情報交換を推進します。

○産業廃棄物運搬車両の合同検問の実施

・兵庫県と連携し、大鳴門橋を挟んだ淡路側と鳴門側のインターチェンジ出入口付近

等で、産業廃棄物運搬車両の合同検問を実施します。

・令和５年に設立された「瀬戸内海プラごみ対策ネットワーク」を通じて国及び瀬戸

内関係府県と連携し、海洋プラスチックごみ対策を推進します。
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第４章

計画の推進と
点検・評価
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１ 計画推進の基本方針

本計画を円滑かつ効果的に推進していくため、県は、県内の環境の状況や環境政策の動

向を的確に把握するとともに、次の点に留意し、環境の保全及び創造に関する施策を総合

的・計画的に推進していきます。

○あらゆる施策・行動への環境配慮の織り込み

県のあらゆる施策や行動に環境への配慮を十分に織り込み、県自らはもとより、県民、

事業者、市町村などあらゆる主体の環境の保全及び創造に資する行動を促進すること。

○最適な組み合わせによる多様な環境施策の活用

環境保全の目的に応じて、環境教育・環境学習、情報提供などの自主的な取組を促す

ための施策や規制的・経済的手法の活用など、多様な政策を最適な組み合わせにより効

果的に推進すること。

○各種計画との調和の確保

県の他の計画において環境の保全及び創造に関する事項を定める場合には、本計画の

基本的な方向に沿ったものとなるよう相互の連携を図るなど、環境の保全・創造に関す

る調和を確保すること。

○各主体とのパートナーシップの形成

計画の効果的な推進のため、県民や民間団体、事業者、市町村など各主体との連携や

協力、調整に努め、良好なパートナーシップを形成すること。

○総合的な観点からの取組の推進

計画に掲げられた将来の環境像を実現するためには社会経済システムそのものを見直

す必要があることから、環境、経済、社会の３つの側面に配慮して総合的に取組を推進

すること。
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２ 各主体の役割

本計画を円滑かつ効果的に推進していくためには、あらゆる主体の自覚と取組が必要で

あることから、県民、民間団体、事業者、市町村、県などがそれぞれの役割に応じて取組

を行うことが望まれます。

○県民の役割

県民は、身近な環境から地球全体の環境まで関わりがあることを十分に理解し、環境

への負荷の少ないライフスタイルへの変革に向けて、自らが積極的に取り組むことが必

要です。また、参加と協働の観点から、地域における環境活動への参加や県・市町村等

が行う環境施策への協力などが望まれます。

○民間団体の役割

民間団体は、地域における環境活動など公益的な視点に立った自主的な取組に加えて、

行政区域にとらわれない広域的な環境活動や様々な主体の パートナーシップの形成を

促進する上で、より重要な役割を担うことが期待されます。

○事業者の役割

事業者は、社会的責任や地域社会の構成員としての役割を自覚し、自らの事業活動に

おいて、環境負荷の低減や環境保全上の支障の未然防止に努めるとともに、循環型社会

の形成や地球温暖化の防止に資する社会基盤の構築に大きな役割を果たすことが期待さ

れます。

また、県民や県・市町村との連携を深め、地域の環境活動に積極的に参加・協力する

など、地域社会に貢献していくことが望まれます。

○市町村の役割

市町村は、本計画の基本的な方向に沿って、地域特性を踏まえた施策を総合的かつ計

画的に展開していくとともに、自らの事業活動における環境負荷の低減に率先して取り

組むことが望まれます。

また、他市町村との連携を深めるなど、広域的な視点に立った取組や、住民・事業者

等への適切な啓発や指導、支援などを行うことが期待されます。

○県の役割

県は、自らはもとより、県民、事業者、市町村などあらゆる主体の環境の保全及び創

造に資する行動を促進します。

また、計画の効果的な推進のため、県民や民間団体、事業者、市町村など各主体との

連携や協力、調整に努め、良好なパートナーシップの形成を図ります。
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３ 計画の進行管理体制

本計画の進行管理は、危機管理環境部において、計画の策定（Ｐｌａｎ）→計画の実施

（Ｄｏ）→計画の進捗状況の点検・評価（Ｃｈｅｃｋ）→計画の見直し（Ａｃｔｉｏｎ）

の一連の手続きをPDCAサイクルにより管理し、計画の推進状況を適切に点検・評価するこ

ととします。

また、計画の点検・評価の結果については、徳島県環境審議会に報告し、必要な意見や

提言を受けるとともに、徳島県環境白書や県ホームページ等により計画の推進状況に関す

る情報を提供し、県民等への計画の浸透や意見・提言を行う機会の創出に努めます。

＜計画の点検・評価のフロー＞

計画・設定（Ｐｌａｎ） 実施（Ｄｏ）

徳島県環境基本計画の 施策の実施

策定・見直し →

【毎年度】 各主体による取組

対策事業（取組）の設定 パートナーシップによる取組

↑ ↓

見直し（Ａｃｔｉｏｎ） 点検・評価（Ｃｈｅｃｋ）

計画の見直しへの反映 事業の点検・評価

← 目標の点検・評価

【毎年度】 計画の進捗状況の点検・評価

次年度以降の施策事業へ反映



年度 数値 年度 数値

温室効果ガス排出削減量削減率2013年度比 2020 -23.9% 2028 -46.0%

クリーンエネルギーによる電力自給率 2022 29.0% 2030 50％超

新築住宅に占めるZEHの割合 2021 26.0% 2030 60%

新車販売台数に占めるEV割合 2022 2.2% 2028 16%

EV用充電設備設置口数 2023 207口 2030 2,000口

県有施設への太陽光発電設備設置率 2021 42% 2030 55%

県公用車の新規・更新における電動車割合１００％（うちＥＶ１０％）
※ただし、代替可能な車両がない場合を除く。

2023  100％（4.6％） 2030  100%(10%)

J-クレジットの販売量 2022 253t 2028 2,000t

エシカル農産物の生産面積 2022 1,953ha 2028 2,450ha

県産材の生産・消費量 2022 41.8万㎥ 2028 60万㎥

エリートツリーの植栽割合 2022 11.5% 2028 65%

SDGs森林づくり宣言企業・団体数（累計） 2022 52団体 2028 105団体

里海創生リーダー認定数（累計） 2022 173人 2028 300人

工場・事業場等の水銀排出規制の適合状況 2022 100% 2028 100%

ダイオキシン類の環境基準の達成状況 2022 100% 2028 100%

廃棄物最終処分量 2021 84.7千トン 2028 60.0千トン

不法投棄通報協定を締結している民間企業等 2022 36団体 2028 46団体

産業廃棄物適正処理講習会受講者数 2022 2,085人 2028 2,700人

エシカル農産物の生産面積 2022 1,953ha 2028 2,450ha

「とくしま食べきるんじょ協力店」登録店舗数（累計） 2022 90店舗 2028 190店舗

プラスチックごみ削減協力事業者数（累計） 2022 50事業者 2028 140事業者

海岸漂着物対策活動推進員による活動回数（累計） - - 2028 100事業者

里海創生リーダー認定数（累計） 2022 173人 2028 300人

生物多様性リーダー数（累計） 2022 124人 2028 180人

生物多様性を保全するための情報交換会（累計） 2022 4回 2028 10回

藻場造成箇所数（累計） 2022 29箇所 2028 39箇所

ジビエ加工施設での処理頭数 2022 1,855頭 2028 2,200頭

「とくしまＧＸスクール」認定校割合 2022 25% 2026 100%

企業・団体との環境課題に係る協定締結件数(累計） 2022 27件 2028 45件

「とくしま環境学講座」及び「親子環境学習教室」受講者数（累計） 2022 10,900人 2028 27,100人

環境アドバイザー派遣件数（累計） 2022 1,100件 2028 1,520件

１ ＧＸとくしま

２ 好循環とくしま

３ 癒しの郷とくしま

４ 県民主役とくしま

数値目標

指　　標
基準値 目標値


